
 

CSRリスクマネジメントに関する
国際会議（春）
日時：2014年3月14日(金)　午後2時～6時(受付開始：午後1時半)
会場 ： 関西学院大学 東京丸の内キャンパス　ランバスホール
             　東京都千代田区丸の内1-7-12　サピアタワー10階　（JR東京駅八重洲北口より徒歩1分）　会場案内図：下図参照
  

主　催 ：  経済人コー円卓会議日本委員会
後　援 ：  国連「人権と多国籍企業及び
                   その他の企業の問題」に関する
                   ワーキンググループ
協　賛 ：  日本郵船株式会社
                   三菱重工業株式会社
                   サントリー
　　　　 ホールディングス株式会社
　　　　 オリンパス株式会社

定　員 ： 50名
対象者 ： CSR、リスク管理および
　　　　経営企画ご担当
参加費 ： 無料
締　切 ： 3月7日(金)

昨年9月に開催し、ご好評を頂いた「CSRリスクマネジメント
に関する国際会議」について、本年は3月及び9月(9/4.5)の
2回にわたって開催します。
昨年12月にジュネーブで開催された「第2回ビジネスと人権
フォーラム」（国連人権高等弁務官事務所主催）において、昨
年9月の国際会議の結果と、「ステークホルダー・エンゲージ
メントプログラム」の取り組み内容を日本発の成果として
発表し、多くのグローバルCSRイニシアティブ団体より高い
評価を受けました。
CRT日本委員会は、この会議を日本から世界に向けて積極的
な情報発信を行うステップと位置付け、今後とも継続的に
取り組んでまいります。

今年の第一弾となる今回の会議では、企業と人権の分野で
欧州を中心としたグローバルCSRイニシニアティブ団体が
何を考え、実行しようとしているのかをご紹介した上で、
2013年に実施した「ステークホルダー・エンゲージメント
プログラム」によって導き出された成果について、国内外の
企業やCSRイニシアティブ団体から寄せられたパブリック
コメントの内容も含めご紹介します。
また、このプログラムに参加頂いた企業での社内展開に
ついて、各社のご担当者より報告を頂きます。

後半では、基調講演として、国連「人権と多国籍企業及び
その他の企業の問題」に関するワーキンググループメンバー
であるPuvan Selvanathan（プヴァン・セルヴァナサン）氏
より国連担当者としての視点から、ビジネスと人権という
テーマにおけるグローバルなトレンドについてお話し
頂きます。（ビデオによる講演となります）

さらに、2014年度のステークホルダー・エンゲージメント
プログラムについてご紹介します。

多くの方々のご参加をお待ちしております。

会場ご案内図
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2013年度 CRT日本委員会における「ビジネスと人権」についての
取り組み紹介

　2013年度「ステークホルダー・エンゲージメントプログラム」最終報告
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経済人コー円卓会議日本委員会
 
    東京都渋谷区桜丘町29-33-505
      http://www.crt-japan.jp

　ビジネスと人権に関するグローバルトレンド
Dr. Puvan J Selvanathan

参加お申込及びお問い合わせについて
参加お申込については、以下のWebお申込フォームよりお願いいたします。
http://jump.cx/csr_risk1（もしくはhttps://business.form-mailer.jp/fms/ce7dccb829709）

国連グローバルコンパクト”Post -2015 Business Engagement 
Architecture”の実現に向けた提案

お問い合わせは以下までお願いします
経済人コー円卓会議日本委員会（担当:岡田、鈴木）
お問い合わせフォーム：http://jump.cx/crtcontact
電話：03-5728-6365

Member of UN Working Group on Business & Human Rights Special 
Procedures of United Nations Human Rights Council Geneva

※ビデオによるプレゼンテーションとなります。

　各社の取り組み事例の紹介

17:00 2014年度「ステークホルダー・エンゲージメントプログラム」に期待すること
～有識者からのコメント～

オリンパス株式会社、日本郵船株式会社
三菱重工業株式会社、日本通運株式会社

寺中　誠　氏　　東京経済大学講師、元アムネスティ・インターナショナル日本事務局長
鈴木　均　氏　　株式会社国際社会経済研究所 代表取締役社長




